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届出情報の

届出情報の通知 提供

監督措置に関する

意見の陳述

(注）　犯罪収益移転防止法における特定事業者に係る疑わしい取引の届出義務規定は、同法の公布の日（平成１
９年３月３１日）から１年以内の政令で定める日から施行されます。それまでの間、金融機関には、従来どおり組織的
犯罪処罰法第５章が適用されています。
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【届出情報の整理・分析】
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疑わしい取引の届出制度の概念図
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